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資料１



国内外の営農型太陽光発電（APV）に
関連した研究開発動向

⼟屋ら（2024）、国
内外の営農型太陽光
発電に関連した研究
開発動向︓⽂献デー
タベース調査、農業
施設、55(3)、64-82



農業と太陽光発電を同時に⾏う

• 1982年にドイツの研究者が現在の営農型太陽光発
電と同様のシステムを提案（理論的な検討のみ）

A. Goetzberger and A. Zastrow (1982): On the Coexistence of Solar-
Energy Conversion and Plant Cultivation, Int. J. Solar Energy, 1, 55-69.



APVに関する国際研究動向①

• 国際的に⼀定の品質が認められたジャーナルに掲
載された論⽂数を集計すると2020年以降に急激に
論⽂数が増加
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Clarivate社Web of Scienceの論⽂データベースを元に集計



APVに関する国際研究動向②

• 論⽂に設定されているキーワードを分析すると、
国際的には発電技術に関する⼯学的な研究への関
⼼が栽培技術よりも⾼い
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APVに関する国内研究動向①

• ⽇本語で論⽂化されている営農型太陽光発電関連
の研究は2022年までの集計で31件と限定的

科学的な知⾒へのアクセスが不⼗分なまま事
業が拡⼤している可能性に注意が必要
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論⽂数はCiNii、
累積転⽤許可数は農林⽔産省資料（2023︔https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/totiriyo/einogata.html）に基づく



APVに関する国内研究動向②

• ⽇本国内の研究テーマとしては地域社会やエネル
ギー政策の視点からの研究が最も多かった。

• ⾃然科学的視点での研究はまだ限られている。

論⽂数はCiNii（2023︔https://cir.nii.ac.jp/）、
累積転⽤許可数は農林⽔産省資料（2023︔https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/totiriyo/einogata.html）に基づく
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営農型太陽光発電の評価指標（LER）

• LER（Land Equivalent Ratio）はAgroforestryやIntercroppingの評価に多
⽤される指標

𝐿𝐸𝑅஺௉௏

ൌ
営農型太陽光発電圃場での作物収量
太陽光パネルがない場合の作物収量

൅
営農型太陽光発電施設での発電量

太陽光発電施設専⽤地とした場合の発電量
• 健全な営農型太陽光発電では1≦LER<2となる

• 農地法での「収量8割」は① ൌ 0.8に該当

• なお、『営農型太陽光発電＝農業＋太陽光発電』は成⽴しないといえる

• 正しくは、0≦a<1、 0≦b<1において
『営農型太陽光発電＝a×農業＋b×太陽光発電』
といえる。このとき、𝐿𝐸𝑅 ൌ 𝑎 ൅ 𝑏が成⽴する

…①

…②



太陽光パネル下での作物栽培に関する
研究

• 作物種だけじゃなく⽴地・気象条件への注意必要
⽔利⽤効率
への影響*

⽣育（収量）
への影響*作物地域年著者

--
レタス、キュウリ、

デュラムコムギフランス（モンペリエ）2013Marrou et al.

-△イネ
⽇本（東京都（⼤学試験

圃場）、静岡県（2圃場）、
千葉県（1圃場））

2021Gonocruz et al.

-△イネ⽇本（茨城県）2022鈴⽊ら
-◯ブロッコリー韓国（全羅南道）2022Chae et al.

◯△トマト⽶国（オレゴン州）2021Al-agele et al.

◯△レタスフランス（モンペリエ）2018Elamri et al.

△△キウィフルーツ中国（浙江省）2022Jiang et al.

◯△トウモロコシフランス（モンペリエ）2023Ramos-Fuentes et al.

△△
セルリアック、コ

ムギ、バレイショ、
ツメクサ・牧草類

ドイツ（バーデンヴュル
テンベルク州）2021(a,b)Weselek et al.

◯◯8種類の牧草⽶国（オレゴン州）2018Adeh et al.

-△スズメノチャヒキ
を中⼼とした牧草⽶国（コロラド州）2022Sturchio et al.

*◯︓正の影響，△︓負の影響，-︓影響なし，判断不可



太陽光パネル下での⽔稲栽培に関する
研究

• Gonocruzら（2021）の研究では調査対象の⽔
⽥では⽔稲で「収量8割」達成するためには遮
光率は27〜39%とする必要があった。

• 鈴⽊ら（2022）も⽔稲栽培において⽇射減少が
乾物⽣産に及ぼす影響は強く、結果として収
量・品質にも影響することを指摘。



農研機構における取り組み



⼤規模APV施設下の微気象分布

• 千葉市緑区、千葉エコ・エネルギー所有
• 1 ha規模、⽇射・気温・相対湿度の平⾯分布を計測



営農型太陽光発電施設構造の研究

2021千葉エコ 2016サンビレッジ四万十

2013つくば

仮設用足場パイプなど、多様な構造がある

経済産業省（2019）産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会
第18回電力安全小委員会資料より抜粋

3.5
m

施設の高さが低い

遮光率︓約50%

遮光率は低いが、規格/基準がない 営農型太陽光発電ではないが、太陽光発電所の強⾵
被害が複数報告されている



農⼭漁村のエネルギー資源としての
営農型太陽光発電

• 営農型太陽光発電は農⼭漁村の脱炭素化を⽬指す
上で重要なひとつのエネルギー資源

• ⼀⽅、太陽光発電の無計画な拡⼤はすで九州など
でみられているように出⼒制御がかかるなどの問
題もある

• 農研機構が中⼼として開発に取り組んでいる農⼭
漁村エネルギーマネジメントシステム（VEMS）
は地域内での需給調整を⾏い、エネルギーの⾃給
⾃⾜に資する
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